
                                     ＜プロジェクトにおける主な実施事項＞ 
Ⅰ．全てを再生可能エネルギーで賄う「エネルギーの地産地消」を実現 

Ⅱ．「エネルギーの地産地消」のための特例措置を実施 
⇒「エネルギーの地産地消」を行うことを目的に発送電の分離を実施 
⇒地域で発電した電力は地域内で全量消費、余剰分は一般事業者に売電（FITは特区内でも適用） 
⇒電力小売価格の自由化を実施し、小売事業者間の競争を促進 
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自立・分散型のエネルギー拠点で実施する「エネルギーの地産地消特区」 

～自然エネルギーで誇りを持って自立・繁栄する地域へ～ 

Ⅱ．「エネルギーの地産地消」のための特例措置を実施 

◆「エネルギーの地産地消」を行うことを目的に発送電の分離を実施 

◆地域で発電した電力は地域内で全量消費、余剰分は一般電気事業者に 
    売電 （FITは特区内でも適用） 
◆電力小売価格の自由化を実施し、小売事業者間の競争を促進 

◆再生可能エネルギー資源が豊富な人口1万人程度の中山間地域を選定 
⇒地域で作る再生可能エネルギーを地域で全て消費する 
   「エネルギーの地産地消」拠点を構築 
◆再生可能エネルギーのベストミックスを追求 
⇒太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、地熱発電、小水力発電 
   などを有効活用 

Ⅰ．域内の全消費を再生可能エネルギーで賄う 
「エネルギーの地産地消」を実現 

Ⅲ．耕作放棄地や遊休地など農地を有効活用 

Ⅳ．市民ファンドに対する軽減税率の適用 

Ⅳ．市民ファンドに対する軽減税率の適用 

◆地域の個人投資家が「居住する地域の発電所に出資する市民ファンド」 
  に投資する場合⇒ファンドから得る収益に対して軽減税率を適用 

Ⅲ．耕作放棄地や遊休地など農地を有効活用 

～農業・農地利用の高度化に資する再生可能エネルギー発電施設を
建設する場合に限定して特例措置を実施～ 

◆耕作放棄地の権利移転を容易にし、農地集約を促進 

◆一筆毎ではなく一定のエリア毎に一括して農地転用を可能に 

◆耕作放棄地の集約、農地転用許可申請等を市町村レベルで 

    ワンストップサービス化 

◆農転後の再エネエリアの固定資産税に農地同等の税率を適用 

◆再エネ発電所から農業者に利益を還元。当該利益は収益からの 

    控除を可能に 

農地を有効活用して 

◆再生可能エネルギーのベストミックスを追求し、 

◆「エネルギーの地産地消拠点」を全国各地に展開 

～低炭素で効率的な「自立・分散型のエネルギー社会」を確立～ 

～田園からの産業革命～ 

地方が21世紀のフロンティアになる！ 
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Ⅰ.提案のニーズ・背景 

世界に目を向けると、現在、新興国を中心に世界経済は成長を続けており、世界が

消費する水や食糧や資源、エネルギーは日々増大しています。また、世界的な人口増

加とそれに伴う生産・消費活動の増加、急速な都市化により世界各地で環境負荷は高

まっています。将来、世界経済が求める資源やエネルギーの需要に対して十分な供給

は困難となり、世界中で水・食糧・森林資源不足、エネルギー不足が顕在化し、環境

問題は一層深刻化する恐れがあります。 

一方、戦後の日本においては、都市部や工業地帯が世界各国で稼いできたお金を農

村に分配することで格差を少なくしてきました。しかし 1990年代以降、企業活動の

海外シフトよって地方への工場・営業所の立地が減少、さらに財政状況の悪化を背景

にした補助金・地方交付税の削減も影響し、地方経済の地盤沈下が続いています。 

欧米及び日本という先進国が牽引し、潤沢な石油資源に支えられた「20世紀型ビ

ジネスモデル」が消滅しつつある中、我が国では、地方経済が疲弊し、少子高齢化・

人口減少が進行しています。また、世界的な企業間競争に勝ち残るため、企業はます

ます海外に進出しています。 

世界においても、日本においても、これまでの社会・経済の仕組みが大きく変わり

つつある中、我が国が世界的な激しい競争に勝ち残り、地球環境維持に積極的に貢献

するためには、中央も地方も「国全体のあり方」を大きく変えなくてはなりません。 

社会が資源再利用・再生可能エネルギー利用型の仕組みに向かえば、エネルギーは

地域内で自給自足することが可能となり、自給自足型の経済圏が生まれやすくなりま

す。これにより、都市集中・グローバリズム一辺倒の時代から、移動の自由を確保し

た上での地域完結型、そして地域と地域が直接結びつく経済を確立することが可能と

なります。 

また、過去に例を見ない未曾有の巨大被害をもたらした 2011年 3月の東日本大震

災は、私達に様々な教訓を与えました。電力システムという点では、我が国の電力供

給システムに内在していた大規模電源の集中リスク、遠隔地電源への依存リスクなど

の諸問題を顕在化させました。今後、大規模電源の停止による供給力の不足に対応し、

どのように効率的に電力の安定供給を確保していくかは喫緊の解決すべき課題とな

っています。 

これら多くの課題を解決し、安心・安全に暮らすことができる豊かな社会の実現を

目指し、本特区提案を行います。 
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① 東京一極集中からの脱却、地方分散型の多次元ネットワーク型国家への本格的

な転換を実現することで、地方経済の活力を取り戻し、日本経済を停滞から中

長期的な成長軌道へと定着させること。 

② 電力消費者の自由な選択や、電力市場参入企業の自由な利潤追求行為を可能と

する電力の自由化を実現することにより、電力の需要と供給が自然と合致し、

電力の効率的な安定供給が充足される社会を確立すること。 

③ 優れた環境・エネルギー技術と自立・分散型エネルギーシステムを融合させた

我が国独自のビジネスモデルをパッケージで世界に輸出し、世界全体で急拡大

する環境・エネルギー関連市場を獲得していくこと。 

④ 耕作放棄などの遊休地、農地などを有効活用して再生可能エネルギー拠点を全

国各地に展開、クリーンで低廉なエネルギーが供給される低炭素化社会を実現

すること。 
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Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 

～自立・分散型のエネルギー拠点で実施する「エネルギーの地産地消特区」～ 

＜プロジェクトにおける主な実施事項＞ 

①地域で消費する電力は、地域で発電する再生可能エネルギーで全量を賄う「エネル

ギーの地産地消」を実現する。 

②自立・分散型のエネルギー拠点で「エネルギーの地産地消」を行うことを目的に、

地域の再生可能エネルギー発電事業者は一般電気事業者が所有する送電網を借り受

け、電力を供給する。 

③再生可能エネルギー発電所で発電された電力は、小売事業者が需要家に供給し、地

域内で全量消費するとともに、余剰分を一般電気事業者に売電する。これにより、現

行の固定価格買取制度（以下、FIT）は本特区内でも適用する。 

④電力小売価格の自由化を実施し、小売事業者間の競争を促す。 
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（1）プロジェクトの概要 

将来、再生可能エネルギーがグリッドパリティを実現し、全国各地でそれぞれの発電

コストに応じた電気料金が形成されるようになれば再生可能エネルギー資源を豊富に

有し、発電コストが低い中山間地域では、低廉な価格で電力を供給することが可能とな

ります。 

これにより現在、過疎化が進行している地域であっても企業の工場・営業所の立地が

増加し、地域経済が活性化されることが期待できます。 

本プロジェクトでは、再生可能エネルギーを中心にした自立・分散型の「エネルギー

の地産地消」拠点を構築し、以下の内容を実施することを提案いたします。 

 

（ⅰ）域内の全消費を再生可能エネルギーで賄う「エネルギーの地産地消」 

・再生可能エネルギー資源が豊富で発電コストが安価な人口 1万人程度の中山間地域

を選定し、一定のエリアを区切った上で、地域で作る再生可能エネルギーを活用した

「エネルギーの地産地消」拠点を構築する。 

・地域内の電力は、地域で発電する再生可能エネルギーで全量を賄う。 

・例えばベース電源としての小水力発電、地熱発電、ミドル電源としてのバイオマス

発電、太陽光発電、風力発電、ピーク電源としてのバイオマス発電など再生可能エネ

ルギーのベストミックスを追求する。 
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（ⅱ）「エネルギーの地産地消」のための特例措置を実施 

自立・分散型のエネルギー拠点で「エネルギーの地産地消」を行うことを目的に、発

電、送配電、小売りの機能分離を行い、電力小売価格の自由化を実施します。 

 

＜発電＞ 

・自立・分散型のエネルギー拠点で「エネルギーの地産地消」を行うことを目的に、

地域の再生可能エネルギー発電事業者は一般電気事業者が所有する送電網を借り受

け、電力を供給する（電気事業に係る特例措置）。 

・発電者は、自身で送電・配電設備を所有せずとも限定した区域の電力消費者に対し

て契約電力量に拘らず、託送により電力を供給することを可能とする（電気事業に係

る特例措置）。 

・発電した電力は地域内で全量消費するとともに、余剰分を一般電気事業者に売電す

るため、現行の固定価格買取制度（以下、FIT）は当該地域内でも適用する（電気事

業に係る特例措置）。 

 

＜送配電＞ 

・系統運用は、一般電気事業者が行い、所有する送電網を利用して電力の供給に資す

る。 

・実証実験を行う上で必要と判断する場合は、送配電者の中立性を維持する仕組みを

検討する。例えば、地方自治体等の第三者が運営・管理に関与し、公正な競争を促す

仕組みを構築することも検討する（電気事業に係る特例措置）。 

 

＜小売り＞ 

・再生可能エネルギー発電所で発電された電気は、小売事業者が需要家に供給し、地

域内で全量消費する（電気事業に係る特例措置）。 

・電力小売価格の自由化を実施し、小売事業者間の競争を促す（電気事業に係る特例

措置）。 
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・電力消費者においては、エネルギー源を明らかにする電力情報の入手等、多様なサ

ービスを電力小売業者から得られることを可能とした上で、様々な選択肢から自由に

電力会社を選択することが出来るようにする（電気事業に係る特例措置）。 

 

（ⅲ）その他の主な実施事項 

・一般電気事業者以外の発電者にも公益事業特権を付与し、発電事業者間で公正な競

争を実施する環境整備を行う（電気事業に係る特例措置）。 

・事業者の予見性を高める、発電事業者間の公正な競争環境を確保する等の観点から

系統情報について十分な情報が提供されるよう事業環境を整備する（電気事業に係る

特例措置）。 

・電力の需給調整を安定的に行い、適切なエネルギー・マネジメントを実施すること

を可能とすべくスマート家電やスマートメーターの導入、スマートグリッドの導入促

進のための支援措置等を講じる。 

・「エネルギー拠点のネットワーク化」と「ICTのネットワーク化」を融合させるた

め ICT化の促進を支援する。 

・電力の安定供給を実現することを目的に必要な蓄電システム構築のための支援等を

実施する。 

・「脱化石燃料社会」の実現のため、EVステーションの設置や EVの普及を支援する

ための政策を実行する。 

・大災害が発生した場合等においても確実な電力供給源を確保するため、不測の事態

発生時にはバックアップ電源として既存の一般電気事業者からの電力供給を受ける

ことを担保する。 
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（ⅳ）中長期的な目標 

・再生可能エネルギーのベストミックスを追求した「エネルギーの地産地消拠点」を

全国各地に展開することにより低炭素で効率的な「自立・分散型のエネルギー社会」

の実現を目指す。 

 

・「自立・分散型のエネルギー社会」を構築することによって再生可能エネルギーの

電源別発電構成比率を上昇させ、エネルギー自給率の向上を中長期的に実現する。 

・東京一極集中からの脱却、地方分散型国家への本格的な転換を実現するとともに、

地方における雇用の増加や経済成長を通じて地域活性化を実現する。 

・クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会を実現し、地球環境維持に積極的

に貢献する。 

・優れた環境・エネルギー技術と自立・分散型エネルギーシステムを融合させた我が

国独自のビジネスモデルをパッケージで世界に輸出し、世界全体で急拡大する環境・

エネルギー関連市場を獲得する。 

 

（2）プロジェクトにおける主な検証事項 

①再生可能エネルギーの導入割合をどの程度高めることが出来るかを検証する。 

②再生可能エネルギー導入コストをどの程度下げることが可能か、非再生可能エネル

ギーとの価格差がどの程度縮小するかを検証する。 

③必要な技術革新が生まれるかを検証する。 

④再生可能エネルギーを中心にした自立・分散型電源エリアで発送電分離を実施し、

安定的な電力供給が行われるか実証実験を行う。 
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（3）その他のプロジェクト 

（ⅰ）耕作放棄地や遊休地などの農地等の有効活用 

本プロジェクトにおいて運営される再生可能エネルギー発電所からの電力・利益の

一部は、農業・農地利用の高度化のために供することとし、地域内で農業振興を図る

ことが可能な場合は下記の特例を適用することとする。 

・集団的農地内に営農の再開が見込めない耕作放棄地が点在する場合、農地所有者と

耕作放棄地所有者の間の土地の権利移転を容易にし、再生可能エネルギー発電施設に

必要なまとまった土地確保を図りながら、農地の集約を行うことを可能とする特例措

置を設ける。 

具体的には、土地所有者の同意を得た上で、市町村などの基礎自治体において一括

して計画を策定することで、個別の当事者間の契約によることなく、権利移動の効果

が生じることを可能とする特例措置を設ける。 

・現在の農地転用許可制度においては、農地区分に応じて一筆毎に農地転用許可申請

を行う必要がある。本プロジェクトにおいては、一筆毎の農地転用許可申請ではなく、

ある一定のエリアを区切り、エリア毎に一括して農地転用許可申請手続きを行うこと

を可能とする特例措置を設ける。 

・上記の特例は、農地転用後の土地において農業・農地利用の高度化に資する再生可

能エネルギー発電施設を建設する場合に限り適用可能とする。 

・農業・農地利用の高度化に資する再生可能エネルギー発電所の建設・運営を目的と

する場合、耕作放棄地となっている農用地区域内農地、甲種農地、第１種農地の農地

転用を原則として認めることとし、かつ転用手続きを迅速に行うことを可能とする特

例措置を設ける。 

・農地転用の際の地権者合意は、市町村などの基礎自治体において一括して取り付け

ることを可能とする特例措置を設ける。この際、耕作放棄地などについては基礎自治

体に一定の農地転用強行権限を与え、農地転用を促進させる。 

・農地転用許可申請においては、農地区分に拘らず、農業委員会を通さずに市町村な

どの基礎自治体において許可申請の受付や許可権限を与えることを可能とするワン

ストップサービスを実施することを可能とする特例措置を設ける。 

・農地転用後の再生可能エネルギーエリアに係る固定資産税は、農地と同等の課税率

を適用する税制の特例措置を設ける。 

・再生可能エネルギー発電所から農業者に還元される分の利益は発電事業の収益と見

做さず、収益から控除することを可能とする税制の特例措置を設ける。 
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（ⅱ）市民ファンドに対する軽減税率の適用 

「エネルギーの地産地消」を促進するためには、地域内で自立・分散型の発電所が

建設・運営されなければなりません。しかし特定の投資家や金融機関から再生可能エ

ネルギー発電所に対する投資資金や融資による資金を調達することは現状では容易

ではありません。ましてや発電所の運営実績に乏しい事業者が発電所を運営する場合

や太陽光発電や風力発電と比べて事業の不確実性が高い木質バイオマス発電所の開

発資金を調達することはさらに困難な状況です。 

 多様な投資家から発電所開発のための十分な資金を調達した上で再生可能エネル

ギー発電所を建設し、再生可能エネルギーの普及を促進するためには、多様な資金調

達手段を有効活用することが不可欠です。 

「エネルギーの地産地消」を行い、エネルギーや環境問題に対する人々の意識を高

めるという点では、不特定多数の個人投資家から資金を調達する「市民ファンド」が

資金調達手段、エネルギーや環境意識を高める手段として有効なツールの一つである

と考えられます。 

再生可能エネルギーの普及を促進し、地域で生み、育てる発電所を全国に広めるた

め、個人投資家が市民ファンドから得る収益に対して軽減税率を適用する税制の特例

措置を設けることを提案します。 

この措置により、投資家に対して再生可能エネルギー発電所に対する投資のインセ

ンティブを与え、投資資金の流入が促されるものと考えます。 

具体的には、地域の個人投資家が「同じ地域（市町村など）の発電所に出資する市

民ファンド」に投資する場合、投資した市民ファンドから得られる投資収益に対して

一定の軽減税率を適用する税制の特例措置を設けることを提案します。 
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Ⅲ.想定される実施主体 

 想定される実施主体のうち主なものを記載します。 

・一般社団法人 太陽経済の会 

・くにうみアセットマネジメント株式会社 

・地域の再生可能エネルギー発電会社、電力小売り部門事業者 

・一般電気事業者など電気事業者 

・地方自治体 

（一般社団法人 太陽経済の会では本プロジェクト実施のための適地調査を岩手県

の盛岡広域８市町村（盛岡市、八幡平市、雫石町、葛巻町、岩手町、滝沢村、紫波

町、矢巾町）を対象にして実施し、矢巾町を除く 7市町村を実際に訪問いたしまし

た。この結果、盛岡市、八幡平市、紫波町、葛巻町などが本プロジェクト実施の有

力な先行事例として適しているものと判断しましたが、その他の地域もプロジェク

ト実施地域として十分な基礎的条件を有しているものと考えています。したがって

当会独自の判断として岩手県の盛岡広域８市町村を推薦いたします（プロジェクト

の実施について各市町村の正式な了解を得たものではございません）。） 

・EV関連企業 

・ICT、スマート家電、スマートグリッド関連企業 

・大学、民間などの研究機関 
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Ⅳ.実施のために必要な規制改革等事項 

＜必要な規制改革事項等＞ 

詳細につきましては、「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容」をあわせてご参照下さい。 

・発送電分離など「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 （1）プロジェクトの概要」に

記載の内容を実施するために必要な措置（例えば電気事業法、電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法など） 

・電気事業に係る公益特権に関連する事項（「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 （1）

プロジェクトの概要」に記載の内容を実施するために必要な措置）。例えば、電気事

業法、土地収用法、公共用地取得特別措置法、国有財産法、地方自治法、森林法、農

地法、河川法、道路法、建築基準法、都市計画法、文化財保護法、その他の規制改革。 

・耕作放棄地の集約化、農地の一括転用など農地の有効活用のための規制改革（「Ⅱ.

具体的なプロジェクトの内容 （3）その他のプロジェクト （ⅰ）耕作放棄地や遊

休地などの農地等の有効活用」に記載の内容）。例えば、農地法、農業振興地域の整

備に関する法律、その他の規制改革。 

 

＜提案する税制の特例措置の内容＞ 

・農地転用後の再生可能エネルギーエリアに係る固定資産税に対する税制の特例措置

（「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 （3）その他のプロジェクト （ⅰ）耕作放棄

地や遊休地などの農地等の有効活用」に記載の内容） 

⇒再生可能エネルギー発電所の建設・運営が行われることにより雇用が増加し、発電

所において売電収入が発生するなど経済活動が活性化され、結果的に税収増加が見込

まれる。 

・再生可能エネルギー発電所から農業者に還元される利益に対する税制の特例措置

（「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 （3）その他のプロジェクト （ⅰ）耕作放棄

地や遊休地などの農地等の有効活用」に記載の内容） 

⇒再生可能エネルギー発電所の建設・運営が行われることにより雇用が増加し、発電

所において売電収入が発生するなど経済活動が活性化され、結果的に税収増加が見込

まれる。 

・市民ファンドから得られる投資収益に対して一定の軽減税率を適用する税制の特例

措置（「Ⅱ.具体的なプロジェクトの内容 （3）その他のプロジェクト （ⅱ）市民

ファンドに対する軽減税率の適用」に記載の内容） 

⇒再生可能エネルギー発電所の建設・運営が行われることにより雇用が増加し、発電

所において売電収入が発生するなど経済活動が活性化され、結果的に税収増加が見込

まれる。 
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Ⅴ.プロジェクト実施による日本経済再生に向けた効果 

・東京一極集中からの脱却、地方分散型国家への本格的な転換 

・雇用の増加や経済成長を通じて地域経済の活性化を実現 

・地球環境問題解決への積極的な貢献 

・我が国のエネルギー自給率向上 

・安定電源を常時確保できる社会の実現 

・再生可能エネルギーを低廉な価格で供給できる社会の実現 

・適正な競争を通じて最適なエネルギー利用が行われる社会の実現 

・環境・エネルギー技術のさらなる高度化 

・我が国独自の環境・エネルギービジネスモデルを世界展開し、世界の関連市場を獲得 

・耕作放棄地などを含めた農地の有効活用・森林再生による農林業の活性化 

 

＜本プロジェクトが資する KPI＞ 

・2020年に30兆円（現状10兆円）のインフラシステムの受注を実現する。 

・今後5年以内に科学技術イノベーションランキング世界1位（世界経済フォーラム

では現状5位）。 

・今後5年間で、失業期間6ヵ月以上の者を2割減少させ、一般労働者の転職入職率

を9%（2011年：7.4%）とすることを目指す。 

・今後 10年間で PPP/PFIの事業規模を 12兆円（現状 4.1兆円）に拡大する。 

・2020年に約 26兆円（現状 8兆円）の内外のエネルギー関連市場を獲得する。 

・今後10年間で6次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略

を策定する。 

・2020年に6次産業の市場規模を10兆円（現状1兆円）とする。 

・開業率が廃業率を上回る状態にし、米国・英国レベルの開・廃業率10%台（現状約

5%）を目指す。 

・3年間でリーマンショック前の設備投資水準(70兆円/年（昨年度 63兆円）)を回

復する。 

・2020年までに外国企業の対内直接投資残高を現在の 2 倍の 35 兆円に拡大する。 

 

以上 



山﨑 養世 

一般社団法人太陽経済の会 
代表理事 

くにうみアセットマネジメント（株） 
代表取締役  

㈱成長戦略総合研究所 
代表取締役 

2008年12月。各界の仲間が集い、エネルギーを使い尽くす経済から、
太陽がもたらす無限の資源〜光・風・熱、植物の成長など〜を技術と
英知で、エネルギー・食糧・水に変換し最適に分配する経済へと転換
する「太陽経済」が生まれました。太陽経済の理念を普及啓蒙する組
織「太陽経済の会」を設立し社会への提案をはじめました。 

2009年12月。住民・地域、国・行政と企業が太陽経済の構想のもと、
技術や知恵を共有し、人々の幸せ中心のライフスタイルや経済、地域
をデザインし田園からの産業革命を実現する「成長戦略総合研究所」
を設立しました。地域活性化のコンサルティング活動がはじまりました。 

2011年3月。東日本大震災が多くの貴い命を奪い、未曾有の福島原
発事故が当たり前のように使ってきた電気を失う非常事態を巻き起こし
ました。オイルショック以来ひたひたと着実に進んできたエネルギー危機を
加速させました。そして、2012年2月。私たちは持続可能な太陽経済の
社会を目指し、再生可能エネルギーを広め、理想の地域作りを進める
ため「くにうみアセットマネジメント」を設立いたしました。 

食、住、流通、医療・健康、介護、観光、スポーツ、自然環境、といっ
た農業を超えた生活分野での産業が地方で大きく発展し、大都市と田
園がさまざまな結びつきを強めれば、もっと豊かな社会が実現可能だと
当グループでは考えています。 

当グループは、自然エネルギーのビジネスを通して地域社会に貢献すべ
く日々、事業に取り組んでいます。 

       くにうみアセットマネジメント 

◆地域開発力と数多くの実績 
地域開発／地域活性化コンサル能力と
数多くの成功実績。 
◆自治体からの案件持ち込み力 
首長・自治体・地域からの直接リクエスト
による案件獲得力。 

◆有識者ネットワークと信頼力 
震災前から活動を続ける社団法人の有識者ネットワークと信頼力。 
◆国・省庁・関係機関からのバックアップ力 
新概念の再生可能エネルギーの証券化や、今までにない大規模ソーラー案件を、国・
関係省庁・関係機関が全面バックアップ。 

再生可能エネルギー 
実現・運営力 

地域への 
企画・提案力 

◆案件開発・実現力 
企画・運用・管理など、社内外に経験
豊富なプロフェッショナルを配置し、案件
開発・実現を強力に推進。 
◆資金調達力 
世界有数の金融機関等との協業による
豊富な資金調達力。 
◆高品質・最適技術の調達力 
国内外の最高の技術パートナー企業と
の協業により、高品質・最適コストの信
頼度の高い技術の調達・提供力。 

  一般社団法人 

 太陽経済の会 

社会への 
提案・実現力 

     成長戦略 
     総合研究所 

【 当グループのご紹介 】 

再生可能 
エネルギー 
事業の成功 

【 太陽経済の会のご紹介 】 

【 成長戦略総合研究所】 

【総合特区の名称】 あわじ環境未来島特区 
【指定を受けた地方公共団体】 兵庫県、洲本市、南あわじ市及び淡路市 
【指定を受けた地域】 淡路島の全域 （洲本市、南あわじ市及び淡路市の全域） 
【指定日】平成23年12月22日 

利用

CO2を出さない

リサイクル
汚染物質の除去

電気自動車
道路インフラ 淡水化・砂漠緑化

農業・バイオ

省エネ省資源技術
CO2固定技術

地球送電
ネットワーク

送電

対流・風

水素燃料電池直流超伝導送電 物流・保冷技術

蓄電

電気
分解

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池

環境・省エネ
省資源

エネルギー

水食糧エネルギー

インフラ整備、農業振興、流通システム、リサイクル、行政制度、
サービス、衣食住、教育・医療、啓蒙

発電

製鉄・化学、
動力・鉄道

水・食糧

自然エネルギー

太陽経済の概念図

地域・街づくり

  兵庫県淡路島の「あわじ環境未来島構想」が「地域活性化総合特区」に！ 
 

■エネルギーと食料の自給率向上、少子・高齢化への対応、豊かさの実現など、日本が抱える課題解決の先
導モデルとなることを目指して 
「エネルギーの持続」、「農と食の持続」、「暮らしの持続」の総合的な取組を推進 
■人々が、自然との実りある関係を築きながら、資源、資金、仕事を分かち合い、支え合って、身の丈に合った
幸せを実感できる社会、誇りの 
持てる美しい地域をつくり、これを将来の長きにわたって持ちこたえさせる‘生命つながる「持続する環境の島」 の
実現を目指す。 
 エネルギーの持続 

遊休地・公共施設・駐車場での 
発電・充電施設整備 
ユビ電実証実験 
マイクログリッド実証実験 
全島EV化に向けた新しいモビリティ
の提案 
バイオマス発電の拡大 

暮らしの持続 

オンデマンド型バス実証実験 
高齢者や子育て世代向け生
活サービスの充実 
景観保全と町並み整備 
全島回遊型美術館 

食と農の持続 

新規就農支援のためのアグリ  
インキュベーションセンター 
農業・食の国際教育拠点化 
新しい農・食・商の連携システム 
温室向け電力を太陽光発電で
賄うナノグリッド実証実験 

＜太陽経済の会の活動実績のご紹介＞ 

■2009年2月の設立以来、政界、財界、官庁等の有識者の皆様をパネリストや講演者としてお招きし、
シンポジウム、セミナーをこれまでに22回開催 

■内閣府、総務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省など関係府省の後援のもと、バ
イオマスエネルギー（発電、熱利用等）への変換技術と、マテリアル変換・利用技術の先端技術をご紹介
する「バイオマスエキスポ」を毎年開催 

■今年10月には農林水産・食品分野などの最新技術を紹介し、研究機関や事業者の連携を促す場と
して農林水産省が主催する「アグリビジネス創出フェア2013」の事務局を務めることが決定 



【 くにうみアセットマネジメントのご紹介 】 

再生可能 
エネルギー 
の証券化 

↓ 
くにうみＡＭの 
ビジネスモデル 

再生可能エネル
ギー普及のカギ 
⇒ 「証券化」 

環境未来地域づく
りにも「再生可能エ
ネルギー証券化」 

の活用 

  国民資金 
（年金･貯蓄･
個人等）を 
活用できる 
方式 

自治体 
民間地、 
遊休地、 
未利用地、 
国有林などを活
用した環境 

  未来地創造 

FIT制度 

に基づく安定した売電収益 

＝ 不動産・国土 金融 

再生可能エネルギー 

ビジネスモデル 

くにうみＡＭ＝発案者 

行政、地方自治体等に             
「再生可能エネルギーの

証券化」を提案 

 

実現へ 

再生可能エネルギーへの取り組み 

再生可能エネルギー 
を活用した 

理想の地域作り 

太陽光 

風力 地熱 

バイオ 
マス 

関連省庁に対して政策
提案を行い、日本におけ
る地熱発電の普及に 

取り組む 
 

「地域還元型木質バイオ
マス発電所」を全国 
各地にフランチャイズ 

展開 

岡山県での世界最大
級のメガソーラー発電
事業が推進中 

青森県で大規模風力
発電所の開発計画が

進行中 

読売新聞  （2013年4月5日朝刊） 

くにうみアセットマネジメントが参画している岡山県瀬戸内市の錦海塩田跡地
活用基本計画が発表されたことが掲載 

日本経済新聞に当社水戸の案件が掲載 
＊３０メガワットは北関東最大級 

日本経済新聞  

北関東版 

（2012年10月5日朝刊） 

お問い合わせ くにうみアセットマネジメント株式会社 
〒100-0005  東京都千代田区丸の内三丁目2番3号  
富士ビル6階（618号室） 
TEL: 03-6212-8840 
inquiry@ml.kuniumi-am.co.jp 
 
一般社団法人 太陽経済の会   
〒100-0005  東京都千代田区丸の内三丁目2番3号  
富士ビル6階（618号室） 
TEL: 03-6212-1919 
http://www.taiyo-keizai.com/ 
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